
平成３１年度当初予算　復活見積調書（部長）　 総合政策部　

■一般会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

1
男女共同
参画課

男女共同参画
推進費

市民意識調査委託料

平成22年に策定した第3次草津市
男女共同参画推進計画が平成32
年までとしていることから、平成31
年度に男女共同参画についての市
民の意識を把握し、推進計画の策
定の基礎資料とします。
なお、推進計画は、DV防止法に規
定する市町村基本計画、女性活躍
推進法に基づく市町村推進計画に
も位置づけており、その策定の資
料ともなります。

調査人数：3,000人
対象：住民基本台帳の20歳以上の
市民
スケジュール：
　　5月　委託契約締結
    6月　統計等諸指標の整理・分
析
　　10月　アンケート調査、関係各
課ヒアリング
    11月　調査結果分析

3,046 3,046 0 0 3,046 3,046 2,951 2,951

部長間調整により、
事業内容の修正を
行い、必要額を措置
しました。

2
男女共同
参画課

男女共同参画
推進費

女性活躍推進・働き方
改革講演会

平成29年度に草津市が実施した
「ワーク・ライフ・バランスおよび女
性の活躍推進等に関する事業所調
査」の結果、ワーク・ライフ・バラン
スの取り組みにより「女性の離職率
が減る」「女性の能力活用につなが
る」など、女性活躍の効果がみられ
ました。しかし、ワーク・ライフ・バラ
ンスの取り組みを行っている事業
所は、42.1％にとどまっており、特
に中小企業での取り組みが進んで
いないことがわかりました。そこで、
「女性活躍推進・働き方改革講演
会」を開催し、先進的な取り組みを
している企業の講演を行いワーク・
ライフ・バランスの取り組みを推進
します。講演会は、男女共同参画
推進条例10周年事業として位置づ
け、条例の周知も行います。

日時　平成31年10月～12月
場所　草津アミカホールまたは市民
交流プラザ
運営　くさつ男女共同参画推進市
民会議い～ぶんに事業委託
対象　一般市民、市内事業所

372 186 0 0 372 186 186 372 176 196

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

3
男女共同
参画課

男女共同参画
推進費

「女性生徒の進路選択
支援」

進路選択の際に理工・医学系分野
の高校や大学、就職を目指す女性
が少なく、結果的に女性研究者や
技術者の割合が低いという状況が
あります。草津市では男女共同参
画推進計画に基づき、様々な分野
における男女共同参画を進めてい
ますが、女子が性別に関わらず、
多分野で活躍できるよう、女性中学
生と高校生を対象に理工・医学系
の勉強や仕事について情報収集で
きる学習会を開催します。

日時　平成31年８月
場所　立命館大学びわこ・くさつ
キャンパス（予定）
運営　くさつ男女共同参画推進市
民会議い～ぶんに事業委託
対象　中学生、高校生、保護者、教
員（近隣市も対象に含める）
定員　100人程度

360 180 0 0 360 0 180 0 0 180 360 180 180

部長間調整により、
事業内容の修正を
行い、必要額を措置
しました。

番号 所属名 事務事業名 項目 目的・効果 計画・スケジュール等
当初

見積額
内示額

復活
見積額

査定額
財　　　源　　　内　　　訳 査　　定

結　　果

財　　　源　　　内　　　訳
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当初
見積額

内示額
復活

見積額
査定額

財　　　源　　　内　　　訳 査　　定
結　　果

財　　　源　　　内　　　訳

4 広報課
シティセールス
推進費

シティセールス推進費

ブースターズを活用し、魅力を効果
的に情報発信することで、市内外
の人が草津の良さを知り、市内の
人には草津市民であることに対し
誇りや愛着を持ち、市外からは訪
れる人が増えることにより、草津市
の認知度や都市イメージを向上さ
せるとともに、まちの賑わいや地域
の活性化につなげることができま
す。

通年 14,753 14,753 13,384 13,384 968 968 968 968

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

5 広報課
シティセールス
推進費

ふるさと寄附運営費

財源の確保およびシティセールス
のための手段の１つとして実施して
いる事業。そのマーケットは年々大
きくなっており、国民の関心も高
まっていることから、積極的かつ効
果的に取り組むことにより、前述の
目的を果たすことができます。

通年 76,745 76,745 3,904 3,904 171,822 171,822 171,822 171,822

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

6 人権政策課 総合調整推進費 ＬＧＢＴ先進地視察

ＬＧＢＴ施策について、先進地の具
体的な事例を学び、パートナーシッ
プ制度やＬＧＢＴ支援宣言等、ＬＧＢ
Ｔに関連した施策の効果や必要性
について検討を行います。

Ｈ31.5
ＬＧＢＴ施策の先進地である宝塚市
の視察
Ｈ31.7～
視察内容を踏まえた関係課会議の
開催
Ｈ31.11
必要な具体的施策について次年度
予算要求

12 12 0 0 12 12 0 0

部長間調整により、
他事業との優先度、
課題整理の状況か
ら、措置しませんでし
た。

7 人権政策課 環境改善事業費
西一・新田住宅集会所
工事設計委託料

西一・新田住宅集会所について、
維持管理区分の明確化を行うこと
により、市政の透明性を確保しなが
ら、同和対策施策の一般施策化を
推進します。

Ｈ31.4
西一町内会、新田町内会へ概要説
明
Ｈ31.5
設計委託発注
Ｈ32.2
設計委託完了

3,681 3,681 0 0 3,681 3,681 0 0

部長間調整により、
他事業との優先度、
課題整理の状況か
ら、措置しませんでし
た。

8 人権政策課 環境改善事業費
木川町８９８番２他土
地分筆等費用委託料

当課が所管している道路などを適
切な所属へ移管することにより、市
有財産の適正な管理に努めます。

Ｈ31.4
新田町内会へ概要説明
Ｈ31.6
分筆等委託発注
Ｈ31.11
分筆等委託完了

2,541 2,541 0 0 2,541 2,541 2,540 2,540

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。
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番号 所属名 事務事業名 項目 目的・効果 計画・スケジュール等

当初
見積額

内示額
復活

見積額
査定額

財　　　源　　　内　　　訳 査　　定
結　　果

財　　　源　　　内　　　訳

9 人権政策課 総合調整推進費
びわこ南部地域実行
委員会関連経費

部落差別をはじめとするあらゆる差
別を撤廃するため、差別撤廃と人
権確立の法制度等整備をはかるこ
とを目的とし、「人権侵害救済法
（案）」の制定のための啓発普及
や、差別撤廃と人権確立の法整備
をはかるための啓発普及、賛同署
名の獲得や政府・国会への要請運
動を行います。

H31.5総会
H31.8連続講座
H31.10交流研修会
H31.12基本法ニュース発行
H32.2幹事級研修会
年に3回程度、事務局会議、幹事会
Ｈ31年度は草津市が事務局

2,572 2,572 0 0 461 461 0 0
政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

10 人権センター
人権擁護平和啓
発推進費、住民
交流啓発費

いのち・愛・人権のつ
どい、市民のつどい開
催費

「いのち・愛・人権のつどい」については、
「ゆたかな草津　人権と平和を守る都市」宣
言や「草津市人権擁護に関する条例」等の
具現化するための取り組みの一つとして、
さまざまな人権課題を幅広く考える機会とし
て、３１回の開催を行ってきました。また、市
民が同和問題への認識を深めるとともに、
人権尊重の大切さを学び、部落差別の解
消をめざして「人権尊重と部落解放をめざ
す市民のつどい」を、４１回の開催を行って
きています。法や条例等で人権啓発・教育
に努めることとされており、いまだ差別が現
存する状況において、市民に対する人権啓
発・教育の重要な柱としています。

平成31年3月　人権擁護推進協議会　会議
平成31年7月　人権擁護推進協議会　会議
平成31年9月　いのち・愛・人権のつどい
平成31年12月　人権擁護推進協議会　会
議
平成32年2月　市民のつどい
平成32年3月　人権擁護推進協議会　会議

2,810 2,472 0 0 2,810 338 2,472 0 0
政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

11 人権センター
社会同和教育研
究大会等開催費

女性集会開催費、青
年集会開催費

（女性のつどい）部落解放を全市民に広げ
一切の差別を根絶し、人権が尊重された社
会をめざして、昭和５７年から開催していま
す。
実行委員は市内の各種団体から参加され
ており、互いに学びあったものを市民に啓
発しています。
（青年集会）部落解放をはじめ、あらゆる人
権問題について考え、話し合い、そしてそ
の解決に向け、青年ができることを見いだ
し、すべての人権が尊重される社会をめざ
して、行動していくことを目的とし、昭和５９
年から開催しています。
実行委員は、自ら希望した市内在住・在勤
の方が参加され、集会に向けて学びを深
め、一人ひとりの思いを市民に啓発してい
ます。

（女性のつどい）
４月　実行委員募集
６～１０月　実行委員会開催（約５回）
　※学習を深め、開催内容を検討
１１月１１日　つどい開催（アミカホール）
２月　実行委員会開催
　※振り返り、来年度につなげる
（青年集会）
４月～　実行委員募集
６月～１月　　実行委員会開催（約１４回）
　※学びを深め、開催内容を検討
１月２７日　集会開催（アミカホール）
２月　実行委員会開催
　※振り返り、来年度につなげる

797 797 0 0 797 797 0 0
政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。
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■一般会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源
番号 所属名 事務事業名 項目 目的・効果 計画・スケジュール等

当初
見積額

内示額
復活

見積額
査定額

財　　　源　　　内　　　訳 査　　定
結　　果

財　　　源　　　内　　　訳

12 人権センター
社会同和教育推
進費

同和教育推進協議会
活動費

本市における同和教育の推進徹底を期す
るため、必要な調査・研究を行うとともに、
具体的な活動を行うため、各部会で必要な
事項を協議するなど、本市の実情に合わせ
た教育や啓発の推進をめざします。

６月　総会、常任委員会
７月　第１・第２講座、常任委員会
１０月　先進地研修
１２月　常任委員会
３月　委員研修会、常任委員会
その他、専門部会活動として研修会の開催
や啓発講師団の派遣

1,363 710 562 0 801 91 710 801 91 710

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

13 人権センター
社会同和教育推
進事務費

部落解放・人権政策び
わこ南部地域研究集
会実行委員会分担金

部落差別をはじめとするあらゆる差別の早
期解消のため、理論と実践を探る研究集会
（研修会）を開催し、その成果としてリーフ
レットやポスター、チラシ等を作成し、啓発
に活かしています。

５月～８月　　事務局会議、常任委員会、文
書協議
１０月　　全体会（講演会）
１０月～１１月　　各部会（事例発表、ワーク
ショップ、講義、フリートーク）
１１月～２月　成果物作成、事務局会議、常
任委員会

220 220 0 0 220 220 220 220

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

14
草津未来
研究所

草津未来研究所
運営費

都市政策懇話会

中長期の都市づくりに関して広域
的かつ横断的視点から、目指すべ
き方向性および具体的な方策につ
いて市長へ助言することを目的とし
ており、市長の政策判断に寄与す
る情報を得ることができます。

上半期（6月想定）及び下半期（10
月または2月想定）各1回開催

81 81 0 0 81 81 81 81

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

15
草津未来
研究所

草津未来研究所
運営費

住民の幸福実感向上
を目指す基礎自治体
連合「幸せリーグ」加
入

住民の幸福度に基づく行政運営を
目指す基礎自治体が連携し、意見
交換、情報交換等を行うことによ
り、参加自治体の住民が真に幸福
を実感できる地域社会を目指しま
す。

総会（6月）
実務者会議（年間3～4回）
研究発表（1回/2年：総会時）
H30時点加入団体98自治体（県内
は守山市と草津市）

138 138 0 0 138 138 10 10

部長間調整により、
事業内容の修正を
行い、必要額を措置
しました。

16
草津未来研
究所

草津未来研究所
運営費

アーバンデザインセン
ター運営費

アーバンデザインセンターびわこ・く
さつ（ＵＤＣＢＫ）は、草津の未来の
まちのデザインを考えるために、大
学（教職員や学生）、企業（経営者
や通勤者）、行政（国や県や市の職
員）の人々が、草津に住む市民の
方々と気軽に自由に話し合い、交
流する場所です。その話し合いの
中で見つけた未来の草津の課題に
ついて学習し、大学や企業の専門
家と連携し、未来の選択肢を増や
す調査研究や社会実験を行い、そ
こで発見されたことを地域のまちづ
くりに積極的に応用・還元すること
ができます。

16,502 15,432 14,008 13,438 2,430 500 1,930 0 0
政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。
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見積額
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復活

見積額
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財　　　源　　　内　　　訳 査　　定
結　　果

財　　　源　　　内　　　訳

17 行政経営課
行政システム改
革推進費

【債務負担】総合窓口
の導入とアウトソーシ
ングの一体的推進の
検討

転入・転出等の複数の手続きが必
要になる場合の手続きを可能な限
りワンストップで扱う総合窓口を導
入するとともに、「公権力の行使」と
なる業務を除き、民間委託を導入
することにより市民サービスの向上
ならびに業務効率化を図ります。ま
た併せて、会計事務や窓口各課の
バックヤード業務を集約し、一括し
て外部委託をすることによってス
ケールメリットを創出し、民間委託
による効率化の結果捻出された人
的資源を政策形成等のコア業務に
充てることによって、さらなる市民
サービスの向上につなげます。

平成32年4月～　バックヤード業務
の委託開始（段階的に業務を拡大）
平成33年1月～　総合窓口の委託
開始

1,191,000 1,191,000 0 0 1,105,188 0 0 0 0 1,105,188 0 0
政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

18 行政経営課
行政システム改
革推進費

行政システム改革推
進委員会委員報酬

総合窓口業務およびバックヤード
業務等の委託はサービスの質の維
持向上、業務効率化を図るため、
価格による競争によらず、事業者
からの提案を受けるプロポーザル
方式を採用することを想定していま
す。窓口業務は市民サービスに直
結し、多額の委託料が必要となるこ
とから、事業者選定委員会外部委
員を入れることによって公平性、客
観性および専門性を高めます。

【総合窓口業務委託事業者選定委
員会】
第1回：平成31年10月ごろ　　総合
窓口の導入についての説明
第2回：平成31年12月ごろ　　募集
要項、審査基準仕様書等の説明
第3回：平成32年2月ごろ　　　プレ
ゼンテーション審査の実施
【バックヤード業務等業務委託事業
者選定委員会】
第1回：平成31年6月ごろ　　　募集
要項、審査基準仕様書等の説明
第2回：平成31年7月ごろ　　　プレ
ゼンテーション審査の実施

325 325 130 130 195 0 0 0 0 195 0 0
政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

19 行政経営課
行政システム改
革推進費

総合窓口導入支援業
務委託料

転入・転出等の複数の手続きが必
要になる場合の手続きを可能な限
りワンストップで扱う総合窓口を導
入するにあたり、専門的知見と豊富
な実績を有する事業者より支援を
受けることによって、効率的・効果
的に検討を進めます。

【総合窓口導入支援業務委託】
平成31年4月：プロポーザル発注
平成31年6月ごろ：契約締結（期間：
平成32年3月末まで）

9,735 9,735 0 0 9,735 0 0 0 0 9,735 0 0
政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

20 行政経営課

会計管理費、児
童手当給付費、
行政システム改
革推進費

バックヤード業務等ア
ウトソーシング人材派
遣業務委託、バック
ヤード業務等執務室
備品

平成32年4月からのバックヤード業
務等の委託を安定的に確実に履行
するため、運用の仕組み等を整備
すべく6ヶ月間の人材派遣を導入し
ます。また、委託作業の遂行に必
要となる備品について、既存備品も
活用しながら不足するものについて
新規で調達します。

平成31年10月～　バックヤード業
務の委託に向けた人材派遣の導入
（6ヶ月間）
平成32年4月～　  バックヤード業
務の委託開始

備品については、平成31年度（後
半）に調達し、3月末までに環境整
備を完了。

9,577 9,577 0 0 9,577 0 0 0 0 9,577 0 0
政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

21 行政経営課
行政システム改
革推進費

外国語音声翻訳実証
実験用タブレット

人口の増加に伴い外国人の方へ
の対応も増加傾向にあり、今般の
新在留資格の導入に伴いその数は
ますます増加すると思われ、音声
翻訳システムの導入によって、現状
よりも対応言語、対応時間の拡大、
通訳人材確保のための業務が軽
減されるとともに、窓口で対応する
職員の心理的負担も減ることが想
定されます。

平成31年度：実証実験を行い、そ
の他のサービス（ビデオ通訳等）と
の比較を行う。
平成32年度以降：サービス費用を
鑑みながら本格導入を検討。

408 408 0 0 408 0 0 0 0 408 0 0

部長間調整により、
他事業との優先度、
課題整理の状況か
ら、措置しませんでし
た。



平成３１年度当初予算　復活見積調書（部長）　 総合政策部　

■一般会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源
番号 所属名 事務事業名 項目 目的・効果 計画・スケジュール等

当初
見積額

内示額
復活

見積額
査定額

財　　　源　　　内　　　訳 査　　定
結　　果

財　　　源　　　内　　　訳

22 危機管理課 防犯対策推進費 市内防犯灯設置工事

昨今の犯罪情勢や体感治安が改
善されない中、防犯パトロールや通
学路等での立番を地域ぐるみで実
施されるなど、防犯意識の気運が
高まっている状況下にあることか
ら、当事業を廃止するタイミングに
なく、市として一定の公助を示すこ
とが地域から期待されています。
　また、防犯灯は地域の安心安全
に資する最も分かりやすい防犯対
策であり、特に町内会からも個々に
要望・相談を受けるものであること
から、現状の学区単位での配分制
度には一定の抑制効果・必要性が
あるものと考えております。

次年度（5月～6月頃）、各まちづくり
協議会へ照会し、学区内での必要
箇所を厳選いただき当事業を実施
します。

2,988 2,988 0 0 2,988 0 0 0 0 2,988 2,639 2,639

部長間調整により、
事業内容の修正を
行い、必要額を措置
しました。

23 危機管理課 防犯対策推進費
市内防犯灯設置工事
(重点配分)

当該箇所については、二度に渡り
学区から要望を受けているところで
あるとともに、隣接する東草津地先
に比して照明がほぼない状況を受
け、5灯の防犯灯を設置すること
で、地域の安心・安全を確保しま
す。

31年度、志津学区と調整の上、草
津川北線（青地地先）の歩道沿い
に５灯の防犯灯を設置します。

2,420 2,420 0 0 2,420 0 0 0 0 2,420 2,420 2,420

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

24 危機管理課 防災対策費 アルファ米

現在４２，３００食のアルファ米を備
蓄しているが、最新の防災アセスメ
ントを考慮すると不足することから、
最大避難者数の１６，３７３人×３食
＝４９，２００食を最低限として、備
蓄するものです。

平成３０年度：１２，３００食
平成３１年度：１２，３００食
平成３２年度：１２，３００食

1,195 1,195 635 635 560 0 0 0 0 560 0 0

部長間調整により、
他事業との優先度、
課題整理の状況か
ら、措置しませんでし
た。

25 危機管理課 防災対策費 防災資機材

現在、防災倉庫は市内１４小学校
に配備し、防災資機材を分散配備
しているところですが、今後３０年間
に南海トラフ巨大地震をはじめ地震
災害発生の危険性が高まる状況を
踏まえ、広域避難所である市内６中
学校に防災倉庫を設置し、災害に
備えるものです。

平成３０年度：新堂中学校、松原中
学校、野村運動公園
平成３１年度：草津中学校、老上中
学校
平成３２年度：玉川中学校、高穂中
学校

2,862 2,862 0 0 2,862 0 0 0 0 2,862 2,308 2,308

部長間調整により、
事業内容の修正を
行い、必要額を措置
しました。

部合計 1,346,503 1,344,076 32,623 31,491 1,324,473 500 704 0 91 1,323,178 187,492 0 356 0 91 187,045 0


